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1.3 準拠する要領等の年版 

本ガイドラインに示されていない事項は、国土交通省が定める次の年版

の電子納品に関する要領・基準に準拠します。 

 
 
 
 
 
 
 
1.3.1 要領等の説明 

(1) 要領等の関係 

本ガイドラインに係わる要領等の関係を次に示します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1.3 準拠する要領等の年版 

本ガイドラインに示されていない事項は、国土交通省が定める次の年版

の電子納品に関する要領・基準に準拠します。 

 
 
 
 
 
 
 
1.3.1 要領等の説明 

(2) 要領等の関係 

本ガイドラインに係わる要領等の関係を次に示します。 
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 (2)要領・基準の説明 

①(県)電子納品運用ガイドライン＜建築委託業務編＞ 

準拠する国の要領類を規定し、神奈川県県土整備局独自の適用事項、及び

発注者と受注者が留意すべき事項等を示しています。 

[ガイドライン]と略称します。 

 

②(国)建築設計業務等電子納品要領 

工事の電子成果品を作成する際のフォルダ構成やファイル形式等、電子成

果品の仕様等について定めたものです。 

[電子納品要領]と略称します。 

 

③（国）地質・土質調査成果電子納品要領 

地質・土質調査の電子成果品を作成する際のフォルダ構成やファイル形式

等、電子成果品の仕様等について記載したものです。 

 

④（国）i-Construction関連要領等 

i-Constrution に係るデータの作成、格納方法を示すために作成したもの 

です。ICON フォルダには i-Construction に係る電子データファイルを関

連する要領等に従い格納します。 

 
⑤ (国)建築工事設計図書作成基準 

官庁施設における建築工事の設計図書（図面及び仕様書）の作成に際し、基

本的な事項について定めたものです。 
 
⑥ (国)建築設備工事設計図書作成基準 

官庁施設における建築設備工事の設計図書（図面及び仕様書）の作成に際

し、基本的な事項について定めたものです 

 

 

 

(2)要領・基準の説明 

①(県)電子納品運用ガイドライン＜建築委託業務編＞ 

準拠する国の要領類を規定し、神奈川県県土整備局独自の適用事項、及び

発注者と受注者が留意すべき事項等を示しています。 

[ガイドライン]と略称します。 

 

②(国)建築設計業務等電子納品要領 

工事の電子成果品を作成する際のフォルダ構成やファイル形式等、電子

成果品の仕様等について定めたものです。 

[電子納品要領]と略称します。 

 

③ (国)建築工事設計図書作成基準 

官庁施設における建築工事の設計図書（図面及び仕様書）の作成に際し、

基本的な事項について定めたものです。 
 
④ (国)建築設備工事設計図書作成基準 

官庁施設における建築設備工事の設計図書（図面及び仕様書）の作成に際

し、基本的な事項について定めたものです 
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新 3 1.3.2 移行に伴う措置 

表 1.3で示す要領・基準による電子納品に支障がある場合（例：受注

者の所有する電子成果品作成支援ソフトの R4.10版要領への対応等）、

暫定措置として、受発注者の協議により、旧版ガイドライン（※）で指定

した要領類に準拠することができます。 

但し、管理ファイルへの記入事項及び納品対象書類は、本ガイドライ

ンに従ってください。 

（※）「電子納品運用ガイドライン＜建築委託業務編＞平成 29年 4月版

（令和 3年 4月一部改定）神奈川県県土整備局」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
新規 



8 
 

 

ページ 新 旧 
新 4 

旧 3 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

1.4 要領等の掲載先 

国土交通省の要領・基準は、次の Webサイトで公開されています。 

参照やダウンロードにあたっては、本ガイドラインで示す、年版（策定

年月）を確認してください。 

 

(国)建築設計業務等電子納品要領 [電子納品要領] 

(国)営繕工事写真撮影要領 

(国)建築工事設計図書作成基準 

(国)建築設備工事設計図書作成基準 

 

「官庁営繕の電子納品関連資料」（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

https://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk2_000017.html 

 

 

 

 

1.4 要領等の掲載先 

国土交通省の要領・基準は、次の Webサイトで公開されています。 

参照やダウンロードにあたっては、本ガイドラインで示す、年版（策

定年月）を確認してください。 

 

(国)建築設計業務等電子納品要領 [電子納品要領] 

(国)営繕工事写真撮影要領 

(国)建築工事設計図書作成基準 

(国)建築設備工事設計図書作成基準 

 

「官庁営繕の電子納品関連資料」（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

http://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_cals_siryou24.html 
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1.5 電子成果品の構成 

本ガイドラインに基づく電子成果品の構成イメージを次に示します。 

 

1.5 電子成果品の構成 

本ガイドラインに基づく電子成果品の構成イメージを次に示します。 
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1.6 電子成果品のフォルダとファイルの構成 

電子成果品のフォルダとファイル構成を次に示します。 

表 1.6 電子成果品のフォルダとファイル構成 建築委託業務 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

1.6 電子成果品のフォルダとファイルの構成 

電子成果品のフォルダとファイル構成を次に示します。 

表 1.6 電子成果品のフォルダとファイル構成 建築委託業務 
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1.9 電子納品の全体フロー 

電子納品の全体フロー（保管管理システム登録ありの場合）を次に示します。 

 

 

1.9 電子納品の全体フロー 

電子納品の全体フロー（保管管理システム登録ありの場合）を次に示します。 
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Ⅱ【作成と納品編】 

 

2 電子納品の流れと記載箇所 

電子納品の流れと本ガイドラインの記載箇所を次に示します。 

 

 

 

 

Ⅱ【作成と納品編】 

 

2 電子納品の流れと記載箇所 

電子納品の流れと本ガイドラインの記載箇所を次に示します。 
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5.1 作成の流れと電子成果品作成支援ソフト 

 (2) 電子成果品作成支援ソフト 

② 「電子成果品作成支援・検査システム」は、国土交通省 Web サイト「官庁営

繕の電子納品関連資料」で公開されています。 

https://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_cals_denshiseikahin.html 

 

③ 市販の電子成果品作成支援ソフトを利用する際には、「建築設計業務等電子

納品要領（令和３年版）国土交通省」に準拠していることを確認してくださ

い。 

 

 

 

 

5.1 作成の流れと電子成果品作成支援ソフト 

 (2) 電子成果品作成支援ソフト 

② 「電子成果品作成支援・検査システム」は、国土交通省 Web サイト「官庁営

繕の電子納品関連資料」で公開されています。 

http://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_cals_sysv3.html 

 

③ 市販の電子成果品作成支援ソフトを利用する際には、「建築設計業務等電

子納品要領（平成 24年版）国土交通省」に準拠していることを確認してくだ

さい。 
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5.2 業務管理ファイル 

5.2.1 業務管理ファイル（INDEX_D.XML）の作成 

表 5.2.1 業務管理項目 （建築委託業務） 

 

5.2 業務管理ファイル 

5.2.1 業務管理ファイル（INDEX_C.XML）の作成 

表 5.2.1 業務管理項目 （建築委託業務） 
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業務番号 

西暦下二桁＋事務所毎の整理番号（0001～） 

例：令和 4 年度（2022 年度）の最初の発注業務の場合、「220001」を入力す

る。以下、「220002」と順番に番号を割り当てる 

 

 

発注者コード 発注者-小分類名 

31401910：河港課 
31401911：砂防課 

 

 

受注者コード 

建築士事務所登録番号を記入する。 

事務所登録を行っていない場合は「0」と記入する。 

 

業務番号 

西暦下二桁＋事務所毎の整理番号（0001～） 

例：平成 29 年度（2017 年度）の最初の発注業務の場合、「170001」を入力す

る。以下、「170002」と順番に番号を割り当てる 

 

 

発注者コード 発注者-小分類名 

31401910：河川課 
31401911：砂防海岸課 

 

 

受注者コード 

建築士事務所登録番号のハイフンを除き記入する。 

事務所登録を行っていない場合は「0」と記入する。 

（例：第 1-1234-1234号 → 112341234 ） 
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5.3.2 図面管理ファイルの作成 

表 5.3.2 図面管理項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.3.2 図面管理ファイルの作成 

表 5.3.2 図面管理項目 
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5.3.3 図面フォルダへの格納 

図面フォルダ（DRAWING）へ図面ファイル（SFC形式）を格納し、オリジナルファ

イルフォルダ（ORG）へ図面オリジナルファイル（その他の形式）を格納します。

レイヤリストファイルがある場合は同様に格納します。 

図面管理ファイル、DTD ファイル（DRAW_B04.DTD）は、基本的に、電子成果品作成

支援ツールが自動生成するため、完成図フォルダ内にこれらのファイルがあるこ

とを確認します。 

  

 

 

 

 

 

 

5.3.3 図面フォルダへの格納 

図面フォルダ（DRAWING）へ図面ファイル（SFC 形式）を格納し、オリジナルファイ

ルフォルダ（ORG）へ図面オリジナルファイル（その他の形式）を格納します。レ

イヤリストファイルがある場合は同様に格納します。 

図面管理ファイル、DTD ファイル（DRAW_B02.DTD）は、基本的に、電子成果品作成

支援ツールが自動生成するため、完成図フォルダ内にこれらのファイルがあること

を確認します。 
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5.4.2 資料管理ファイルの作成 

表 5.4.2 資料管理項目 

 

 

 

 

 

 

5.4.2 工事関係資料管理ファイルの作成 

表 5.4.2 資料管理項目 
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5.5 ファイルの命名 

電子成果品のファイル命名規則は、次のとおりです。 

(1)ファイル名の文字数は、半角（1 バイト文字）で 8 文字以内とします（拡

張子と「.」を除く）。オリジナルファイルの拡張子はオリジナルファイルの

作成に用いたソフトウェアが付与する拡張子とします（拡張子の文字数は

23 文字以内とする。）。 

(2)ファイル名・拡張子に使用する文字は、半角（1 バイト文字）で、大文字

のアルファベット「A～Z」、数字「0～9」、アンダースコア「 _ 」とします。 

(3)受注者が作成する電子データのファイル名については、文字数と使用する

文字の制限の範囲内で、自由に命名して構いません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.5 ファイルの命名 

電子成果品のファイル命名規則は、次のとおりです。 

(1)ファイル名の文字数は、半角（1 バイト文字）で 8 文字以内、拡張子 4文

字以内とします。(拡張子 4文字の DOCX や XSLXは、命名可能です。) 

(2)ファイル名・拡張子に使用する文字は、半角（1 バイト文字）で、大文字

のアルファベット「A～Z」、数字「0～9」、アンダースコア「 _ 」とします。 

(3)受注者が作成する電子データのファイル名については、文字数と使用する

文字の制限の範囲内で、自由に命名して構いません。 
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ファイルの命名の参考例を次に示します。 

図 5.5  図面ファイル名、資料ファイル名（参考例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ファイルの命名の参考例を次に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.5  図面ファイル名、資料ファイル名（参考例） 
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5.6.4 電子媒体が複数枚になる場合 

格納するデータの容量が大きく、1 枚の電子媒体に納まらず複数枚になる場

合は、フォルダ毎に分割して格納します。各電子媒体には、同一の業務管理

ファイル(INDEX_D.XML)及び DTD ファイル(IDXD_B04.DTD)を格納します。 

電子媒体が 2 枚になる場合の例を次に示します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図 5.6.4 電子媒体が 2枚になる場合の作成例 

 

 

5.6.4 電子媒体が複数枚になる場合 

格納するデータの容量が大きく、1 枚の電子媒体に納まらず複数枚になる場

合は、フォルダ毎に分割して格納します。各電子媒体には、同一の業務管理

ファイル(INDEX_D.XML)及び DTD ファイル(IDXD_B02.DTD)を格納します。 

電子媒体が 2 枚になる場合の例を次に示します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.6.4 電子媒体が 2枚になる場合の作成例 
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5.7.4 電子成果品の内容の確認（発注者） 

電子納品の対象とした電子データが全て格納されているか、電子成果品の各フ

ォルダを確認します。 

(1) 図面ファイル（CADデータ）の確認 

変換によるデータの欠落や表現の違いが生じることのないよう、SXF ブラウ

ザによる確認を行います。 

(2)資料ファイル（PDFデータ等）の確認  

事前協議により取り決めた事項と電子成果品の内容との比較等を行い、内容

に相違がないか確認します。 

(3)i-Construction ファイルの確認 

ファイルの格納やデータの構成については、i-Construction 関連要領等を

参照してください。 

(4)地質・土質調査の電子データファイルの確認 

ファイルの格納や、データの構成については、「地質・土質調査成果電子納品

要領」を参照してください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

5.7.4 電子成果品の内容の確認（発注者） 

電子納品の対象とした電子データが全て格納されているか、電子成果品の各

フォルダを確認します。 

(1) 図面ファイル（CADデータ）の確認 

変換によるデータの欠落や表現の違いが生じることのないよう、SXF ブラ

ウザによる確認を行います。 

(2)資料ファイル（PDFデータ等）の確認  

事前協議により取り決めた事項と電子成果品の内容との比較等を行い、内

容に相違がないか確認します。 

 新規 
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7.6 電子納品保管管理システムに関する情報の掲載先 

・電子納品登録手順書 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/m2t/cnt/f4317/p1201588.html   

 

・「神奈川県電子納品チェッカー」 

・電子申請手続き 

登録機関ホームページ 

http://www.toshiseibi.or.jp/nohinhokantetuzuki.html 

 
 

 
 
 
 

7.6 電子納品保管管理システムに関する情報の掲載先 

・電子納品登録手順書 

http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/p445203.html  

 

・「神奈川県電子納品チェッカー」 

・電子申請手続き 

登録機関ホームページ 

http://www.toshiseibi.or.jp/hokan/hokan.html 
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7.7 保管管理システム登録フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.7 保管管理システム登録フロー 

 

 

 
 

保管管理システム 登録フロー 

 発注者 受注者 都市整備技術センター 

 

事

前

登

録 

   

    

 

作

成 

   

 

シ

ス

テ

ム

登

録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物理的手段（郵送等） 

電子的手段（電子申請システム・メール） 

①契約締結 

②-5 完了連絡送付 ②-6 連絡受領 

②-4 登録料確認 ②-3 登録料金支払 

②-2 事前申請受付 ②-1 事前登録申請 

②-8 事前登録書受領 

③ 事前協議（事前登録書の写しの提出等） 

②-7 事前登録書発行 

銀行振込 

電子申請システム 

メール 

電子申請システムからダウンロード 

④ (工期変更の場合)変更申請 ②-1,②-2,②-5,②-6,②-7,②-8 

 

⑧ 検査前協議

 

⑤ 成果品作成（修正） 

⑥ CD 書込み(正・副) 

⑦ 成果品チェック 

 

⑩ 完成検査 

修正あり 

修正あり 
⑨ 成果品チェック 

 

神奈川県電子納品

チェッカー提供 

電子申請システムからダウンロード 

⑪ CD(正)等納品 

⑮ CD(正)の保管 

⑫-1 CD(副)納品の承認 

⑫-4 CD(副)等の郵送 

⑫-2 CD(副)登録申請 

⑭-1 完了連絡送付 

⑬ 登録可否確認 

⑫-5 CD(副)等受領 

⑭ システムへ登録 

⑭ 登録完了 

⑫-3 登録申請受付 

⑬-1 登録不可の連絡受信 

 

閲覧利用 

⑭-4 登録完了書受領 ⑭-5 登録完了書確認 

⑬-3 ④成果品再作成 

 

⑬-2 成果品の修正指示 

⑭-3 登録完了書発行 

⑭-2 連絡受領 

電子申請システム 

電子申請システムからダウンロード 

要修正のメール連絡 

メール 

登録可能 

不可 

修正へ 
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10 本ガイドラインに関係する URL一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 本ガイドラインに関係する URL一覧 
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11 国土交通省の要領類と神奈川県のガイドライン（H29年 4月（R3年 4月

一部改正版）・令和 4年 10月版）相違点一覧 （建築委託業務） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 国土交通省の要領類と神奈川県のガイドライン（H24年 4月版・H29年
4月版）相違点一覧 （建築委託業務） 
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